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研究成果の概要（和文）：　18歳人口の急減で、私立大学の経営に対する危機感が強まっている。大学計画を推
進するために、補助金政策などを通じて、文部科学省の細部に至る統制が強まり、また政策的には、学長のリー
ダーシップなどのガバナンス強化が必要だとされている。
　しかし、本研究によると、経営状態の良し悪しに、ガバナンス形態の影響がみられないこと、むしろ経営施策
の違い、さらには大学の経営人材の能力などの課題が大きいことを明らかにした。政府の直接統制ではなく、私
立大学の経営情報を公開し、社会の目を入れていくことが重要であることも指摘した。

研究成果の概要（英文）：Due to the decline of the 18 - year - old population, the sense of crisis 
against the management of private universities is strengthening. In order to promote the university 
reform, the micro-control over the details of the Ministry of Education, Culture, Sports, Science 
and Technology is strengthened through subsidies policies, and politically it is said that 
strengthening the governance of the president, such as leadership, is necessary.
However, according to this research, it was revealed that the problems such as the fact that the 
influence of the form of governance is not seen, the difference in management measures, and the 
ability of the management personnel of the university are large, depending on whether the management
 state is good or bad. It also pointed out that it is important to disclose management information 
of private universities, not direct government control, and to look into society.

研究分野：高等教育論
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 18歳人口の減少の中で、私立大学の経営に
対する危機感がさらに強まっている。近年は
大学改革を推進するために、学長のリーダー
シップの強化を中心とする大学ガバナンス
を強化する政策が推進されている。 
 私立大学のガバナンスは、他国と比較して
も非常に多様な在り方を許容している点に
特徴があり、その多様性は一つの個性とも捉
えられる。近年、推進されているガバナンス
の強化は本当に大学の経営力の向上につな
がるのか。また、今後、一定の経営困難校が
出てくる可能性も含めて考えると、大学内ガ
バナンスのみならず、政府と大学の関係、大
学団体の役割など、大学外のガバナンスも含
めて、現在の日本の私学のありようの特徴と
課題を明らかにする必要があると考えた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、私立大学のガバナンスに
ついて、国内の事例研究と国際比較研究など
を通じて実態を明らかにし、今後の望ましい
改革の方向性について検討することである。
なお、望ましい改革の方向性には、経営力の
強化のみならず、経営困難校に対してどのよ
うに対処すべきかという課題も含まれる。 
 
３．研究の方法 
 大学内ガバナンスについては、私立大学の
経営強化に与える影響についての実証分析
を行った。ガバナンスの類型の違いのみなら
ず、経営施策などの違い、大学属性なども踏
まえ、アンケート調査の再分析と事例分析を
行った。事例分析の際には、必要に応じてイ
ンタビュー調査を併用した。 
事例分析は主に 2つの対象に行った。一つ
は、地方・中小規模など厳しい状況にもかか
わらず、順調な経営を行っている大学に対し
てである。もう一つは、経営困難校の救済の
ために、合併という選択肢への期待が高いが、
実際に合併に至ったケースの検討である。 
 大学外ガバナンスについては、日本の政府
と私立大学の関係について、補助金の在り方
等を含めた変化を整理し、その解釈等にあた
り、大学団体等の関係者に対するインタビュ
ーや意見交換を通じて考察した。また、当初
の研究計画にはなかったが、上述の意見交換
の中から必要性を感じ、私立大学のガバナン
スと他の法人制度との比較検討も行った。 
海外との比較は、アメリカやイギリスの大
学団体の発行しているマニュアル類を収集
し、読んで考察をしたが、私学の果たす役割
の類似性に重きを置き、韓国を中心に行った。 
具体的な研究方法は、私立学校法や会計基準
などの比較、及び近年の大学構造改革政策に
見られる経営困難校に対する政策分析と新
聞記事（韓国大学新聞等）による実際のケー
スの検討や、そうした一連の改革に対する韓
国の大学関係者へのインタビュー調査であ
る。 

 
４．研究成果 
（１）大学内のガバナンス 
既存調査のアンケート分析（私立大学等の中
長期計画に対する調査、大学における意思決
定と運営に関する教員調査、大学の上級管理
職調査など）の再分析と、事例分析を通じて、
ガバナンスの類型の違いは、ほかの諸要因を
統制したうえで、経営状態の違いに影響を与
えていないことを明らかにした。 
経営状態の良し悪しには、マネジメントの
違いのほうがより重要であった。中長期計画
の在り方を中心に検討したが、適切な課題設
定、中長期計画の学内での共有度、組織の現
状分析・評価の結果の反映度などが経営状態
の良し悪しに影響を与えていることが分か
った。また、そのための各大学にあった仕組
み（予算措置等）をどのように作り、導入す
るのかなど、経営者の手腕の違いが大きいこ
ともまた明らかとなった。 
 また、ガバナンスの違いは経営状態の良し
悪しには影響していないが、採用する具体的
な経営手法などには多少の違いがあること
もわかってきた。たとえば、中長期計画の学
内共有の方法に関しては、大学のガバナンス
の違いによって、採用する工夫が異なってい
る傾向などは明らかになっている。 
一つの望ましいガバナンスのあり方があ
るわけではなく、ガバナンスの違いは、個性
（歴史の長さ、創設者のタイプなど）の一つ
であり、それぞれのガバナンス類型に見合っ
た経営が行われていることを示した。また、
経営改善のためには、それぞれの大学が置か
れた状況や資源が異なり、他大学の模倣をす
るにせよ、どのようにそれを採用・修正する
のかなど、個別に判断せざるを得ないことが
多く、大学の経営能力を向上させることが不
可欠であること、それにもかかわらず、国際
的にみて大学の経営人材育成には大きな課
題があることを指摘した。 
 合併については、事例分析から検討した。
それほど多くの合併事例があるわけではな
いので、匿名性を担保するような形でまとめ
ている。合併に至るには、いくつかの共通点
と、課題があることが具体的に明らかになっ
た。共通点は、根本理念の共有、自大学にな
い資源の獲得、地理的に近いこと、長い連
携・交流の積み重ねがあること。合併の課題
は、コストがかなり高いこと、具体的には不
採算部門の抱え込み、事務負担の多さ、移行
コストの発生、移籍教員とその処遇を巡る課
題などである。こうしたデメリットを吸収で
きる経営体力と事務能力の高さを有した大
学はかなり限られていることが、合併数が増
えない背景にあることを明らかにした。また、
近年、増えている高校法人以下を吸収合併す
るケースについても、あわせて検討を行った。
いずれにせよ、現在は、合併を具体的に検討
すると多少の補助金が出るだけで、大学の持
ち出し部分がかなり多いうえ、合併に至るま



での連携・交流そのものが不足しているので
はないか、と考察を行った。 
（２）大学外のガバナンス 
 日本の政府と私立大学の関係性について、
近年の補助金政策におけるマイクロマネジ
メントの進行とその課題について整理を行
った（必ずしも私立大学に限った問題ではな
く、国立大学を含めて検討を行ったが、以下
では私立大学に関する部分のみを触れる）。
私立大学等経営強化集中支援事業、私立大学
等経営強化集中支援事業などでは、詳細な調
査票の総合得点により、補助金金額が決定さ
れる仕組みを採用しており、大学改革の個別
具体的な方法・施策に至るまで、政府からの
統制が急速に強まっている。上述の筆者の研
究成果から考えても、これは望ましいことで
はない。たとえば、課題共有が進んでいるほ
ど経営状態がよいという関係性がみられる
が、課題共有のための工夫や方策は大学特性
によって異なっていた。ある大学で成功した
やり方が他大学でも通用するわけではない
のに、ある具体的なやり方を強制することは
効果的ではない。またこうした補助金は、学
長らにとっては、学内を説得するのに好都合
で、大学団体等として反対の声もそれほど上
がっていないが、それぞれの大学で何が必要
なのかを真剣に考えなくなるという意味で
も問題があることなどを指摘した。また、近
年、地方創生、地方大学の振興という観点か
ら、都市部の大学の定員についてはむしろ規
制を強める議論があるが、そうした政策につ
いての検討も行った。都市部の大学の定員管
理を規制しても、地方大学の振興につながる
とは考えにくい点などを指摘した。 
 大学経営が厳しい時代を迎えるに当たり、
政府が直接に統制を強めるのではなく、適切
な形で、各大学の情報が広く社会に知られ、
社会が大学を評価していくことが重要であ
る。しかしながら、私立大学は教育情報につ
いてはある程度の情報公開が義務付けられ
たが、経営情報については、他の法人制度（株
式会社、公益法人、社会福祉法人等）と比較
しても、公開する仕組みがない。他法人と比
較した際に、理事の良心にゆだねすぎている
制度設計であることが明らかになったが、18
歳人口の急激な減少で、経営困難校が出てく
ることを考えると、現状の制度設計には課題
があるのではないかという点を指摘した。 
 大学外ガバナンスについて、韓国との比較
を中心に行った。私立学校法の比較において
は、韓国では政府が直接に私立大学を監督す
る形になっているが、日本においては、戦前
の反省から、直接統制を避ける仕組みが採用
されていること、その仕組みを担保するうえ
で、総体としての私学への信頼があることを
指摘した。しかしながら、私立大学の経営困
難校への対応などにおいて、個別の機関の経
営問題として扱われ、私学団体の役割として、
そうした大学にどのように対処するのかと
いう視点が弱いこと、それにもかかわらず、

こうした制度的な担保は可能なのか、という
問題提起を行った。私立大学の経営情報をか
なり把握している私立学校振興・共済事業団
などの役割、あり方については、再検討する
必要があるのではないかと指摘した。 
 学校法人会計の比較においては、日本にお
いては、収支の超過分を財産として積み立て
る「基本金」という独自の制度を作成し、こ
れが日本の私立大学の財政基盤の安定性・継
続性に大きな影響を与えていることを指摘
した。韓国は、基本財産を運用して、その運
用益によって大学の経常的な活動を支える
という理念的な姿をそのまま制度にしてい
るが、実際に、そうした理念・制度に基づい
た運用はほとんどなされていない課題があ
ることを明らかにした。また、韓国の大学の
場合、法人会計、大学部門会計、その他の学
校会計などがすべて明確に区分されており、
法人会計から大学会計への繰り入れは認め
られているが、大学会計から法人会計への繰
り入れ、その他の学校会計から大学会計への
繰り入れなどは厳しく制限されていること
もわかった。日本の場合は、学内での資金の
やり取りにはあいまいさがあり、また、公開
されている会計情報の多くは、学校法人単位
で、大学部門の数値が公表されていることは
まれである。韓国の制度が実際にはルール通
りに適用されていない場合も多く、どこまで
参考にすべきか、という点には課題が残るが、
日本の私立大学の会計基準にはあいまいさ
などの課題があるのではないかということ
を指摘した。 
 韓国の大学の経営困難に対する政策（構造
調整政策）について検討を行った。上述のよ
うに、韓国では政府が直接に私立大学を統制
しており、近年、政府主導で、様々な指標で
「経営不良大学」を選定し、改善しない場合
には退出を促す政策がなされている。経営不
良大学に退出してもらうために、法人解散時
に残余財産を還元する法案は何度も上程さ
れている（社会的な批判が強いので、通過し
たことがないが）。とくに朴政権のもとでは、
2013 年の高校卒業者数が 63 万人で、2023 年
には 40万人に落ち込むことが予想されるが、
2013 年の大学入学定員は 56 万人であり、大
学定員が高校卒業者数を上回ってしまう事
態が想定され、3年毎の 3周期に分けて、2023
年までに 16 万人の大学定員の削減が段階的
に行われている。第一段階評価では、教育条
件、学事管理、学生支援、教育成果、第二段
階では、中長期発展計画、教育課程、特性化
といった観点から、合計 100 項目の指標を用
いて、大学をランク A～E（最優秀～とても不
十分）に評価し、A 評価以外は定員を削減さ
れる。下位ランクの D、Eに選定された 66 校
は財政支援の制限を受け、周期表化で 2回連
続E評価を受けた大学は強制的に退出される。
1999 年以降、韓国では計 10 校の私立大学が
廃校したが、6 校は強制廃校、自主廃校は 4
校に過ぎない。こうした状況に対して、韓国



の大学関係者も望ましいとは考えていない
が、増えすぎた私立大学をどのように退出さ
せるか、他に良い方法がなく、やむに已まれ
ず行っている。日本への示唆として、韓国ほ
どの事態に至る前に、経営困難校への対処、
私立大学全体の規模、経営強化策などについ
て、具体化していく必要性を指摘した。 
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